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  雇用障害者数は過去最高を更新・企業の実雇用率は昨年と同率 

平成２７年 障害者雇用状況の集計結果（平成 27 年 6 月 1 日現在） 

障害者の雇用の促進等に関する法律では、１人以上の身体障害者又は知的障害者を雇用

することを義務づけている事業主等から、毎年 6 月 1 日現在における身体障害者、知的障害

者及び精神障害者（以下「障害者」という。）の雇用状況について、報告を求めています。 

今般、平成 27 年 6 月 1 日現在における同報告の集計を行い結果は次のとおりです。 

【集計結果の主なポイント】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 雇用されている障害者の数については、重度身体障害者及び重度知的障害者（短時間労働者以外）については、法

律上１人を２人に相当するものとしてダブルカウントを行い、重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障

害者である短時間労働者については、法律上１人を 0.5 人に相当するものとして 0.5 カウントしている。 

（注） 平成 25 年 4 月 1 日雇用率改正(0.2％引上げ)に伴い、雇用義務対象労働者規模が 50.0 人以上の企業、43.5 人

以上の公的機関(2.2％適用教育委員会にあっては、45.5 人以上)となっている。 
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【民間企業】（50 人以上規模の企業：法定雇用率 2.0％） 

○ 雇用障害者数は 2,757.5 人で前年より 2.0％（54 人）増加し、過去最高を記録 

○ 全体の実雇用率は 1.88％（全国平均 1.88％、前年同期 1.88％）で前年と同率で過去最高を記録 （全国第 29

位） 

○ 法定雇用率達成企業の割合は 55.7％（全国平均 47.2％、前年同期 56.5％）（全国第 19 位） 

【公的機関】 

○ 県の機関（法定雇用率 2.3％）の実雇用率は 2.40％、達成機関の割合は、100％ 

○ 県教育委員会等（法定雇用率 2.2％）の実雇用率は 2.22％、達成機関の割合は 50％ 

○ 市町（法定雇用率 2.3％）の実雇用率は 2.53％、達成機関の割合は 85.2％ 

【独立行政法人等】 

○ 独立行政法人等（法定雇用率 2.3％）の実雇用率は 2.43％、達成法人の割合は 100％ 

・ 民間企業にあっては、障害者雇用納付金制度の周知・啓発及び重点的な達成指導の実施により、雇用障害者数

は過去最高（前年より 54 人増加）であったことから、障害者の雇用促進は引き続き進展している。 

雇用情勢の改善により算定の基礎となる労働者数の増加により未達成となった企業が増加した。未達成企業に

対しては、引き続き、重点的な雇用率達成指導の実施と面接会等の雇用機会の提供、職場実習制度の活用等

を促進し、障害者の雇用促進を図る。 

・ 公的機関にあっては、５機関が未達成(昨年同期３機関)である。雇用率 2.3％適用の県の機関においては、雇

用障害者数及び実雇用率とも増加したが、市町等の機関においては、雇用障害者数及び実雇用率とも減少し

た。雇用率 2.2％適用の教育委員会においては、チャレンジ雇用等の導入により雇用障害者数で 4.5 人増、実

雇用率が 0.08 ポイント増となったが、引き続き障害者採用枠での採用等により早期達成を指導する。 
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【概要】 

 １ 民間企業における雇用状況 

（１）雇用されている障害者数、実雇用率 

2.0％の法定雇用率が適用される一般の民間企業（50 人以上規模の企業）にお

いて、雇用されている障害者の数は 2,757.5 人で、前年より 2.0％（54 人）増加し、

昭和 51 年に身体障害者雇用促進法による身体障害者の雇用の義務付け以降、過

去最高となった。 

このうち、身体障害者は 2,036.0 人(前年は 2,017.5 人)、知的障害者は 578.0

人(前年は 567.0 人)、精神障害者は 143.5 人(前年は 119.0 人)といずれも前年

より増加した。 

実雇用率は、過去最高となった前年と同率の 1.88％であった。 

法定雇用率達成企業の割合は 55.7％で、前年の 56.5％より 0.8 ポイント減少し

た。 

 （7P 総括表 1・ 11P 詳細表 1（1）①） 

（全国の一般の民間企業における雇用障害者数は 453,133.5 人、実雇用率は 1.88％） 

  （２）企業規模別の状況 

企業規模 
実雇用率(％) 

平成 27 年度 平成 26 年度 

50 人～99 人 1.89 1.96 

100 人～299 人 1.80 1.72 

300 人～499 人 1.89 2.10 

500 人～999 人 1.93 1.98 

1,000 人以上 1.95 1.90 

計 1.88 1.88 

企業規模別の実雇用率は、 

【前年を上回った企業規模】 

 ・100～299 人は、1.80％(前年対比で 0.08 ポイント増) 

 ・1,000 人以上は、1.95％(前年対比で 0.05 ポイント増) 

【前年を下回った企業規模】 

 ・50～99 人は、1.89％(前年対比で 0.07 ポイント減) 

・300～499 人は、1.89％(前年対比で 0.21 ポイント減) 

 ・500～999 人は、1.93％(前年対比で 0.05 ポイント減) 

【全体の実雇用率(1.88％)との比較】 

 ・企業規模 50～99 人、300 人以上で上回り、100～299 人で下回った。 

【達成企業割合の比較】 

      障害者雇用納付金制度の適用拡大（平成 27 年 4 月～新たに、常時雇用労働

者数が 100 人を超え 200 人以下の事業主が対象）の影響により、100～299 人

の企業規模において、実雇用率・達成企業割合とも前年に比べ上昇している。 

しかしながら、雇用状況の改善により算定の基礎となる労働者数が増加した

影響等を受け、50～99 人で新たに調査対象となった企業が増加したため、50～

99 人の企業規模において実雇用率・達成企業割合とも前年に比べ低下している。 
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1,000 人以上の企業規模においては、実雇用率・達成企業割合とも前年と比

べ上昇し、特に、達成企業割合については、13.7 ポイント増と大きく改善してい

る。 

                                     （12P 詳細表 1 (2) ①） 

 

 （３）産業別の状況 

 

産業 
実雇用率(％) 

平成 27 年度 平成 26 年度 

農業、林業 1.96 1.40 

建設業 2.06 2.02 

製造業 1.94 1.86 

電気・ガス・熱供給業 2.00 1.98 

情報通信業 1.28 1.16 

運輸業、郵便業 1.92 1.89 

卸売業、小売業 1.67 1.68 

金融業、保険業 1.53 1.64 

不動産業、物品賃貸業 1.76 1.57 

学術研究、専門・技術サービス業 1.82 1.82 

宿泊業、飲食サービス業 1.71 2.20 

生活関連サービス業、娯楽業 1.56 2.14 

教育・学習支援業 1.56 0.85 

医療・福祉業 2.06 2.11 

複合サービス業 1.68 1.63 

サービス業 2.79 2.94 

計 1.88 1.88 

産業別の実雇用率は、 

【前年を上回った産業】 

 ・農業、林業は、1.96％(前年対比で 0.56 ポイント増) 

・建設業は、2.06％(前年対比で 0.04 ポイント増) 

・製造業は、1.94％(前年対比で 0.08 ポイント増) 

・電気・ガス・熱供給業は、2.00％(前年対比で 0.02 ポイント増) 

・情報通信業は、1.28％(前年対比で 0.12 ポイント増) 

・運輸業、郵便業は、1.92％(前年対比で 0.03 ポイント増) 

・不動産業、物品賃貸業は、1.76％(前年対比で 0.19 ポイント増) 

 ・教育・学習支援業は、1.56％(前年対比で 0.71 ポイント増) 

・複合サービス業は、1.68％(前年対比で 0.05 ポイント増) 

【前年を下回った産業】 

   ・卸売業、小売業は、1.67％（前年対比で 0.01 ポイント減） 

・金融業、保険業は、1.53％(前年対比で 0.11 ポイント減) 

・宿泊業、飲食サービス業は、1.71％(前年対比で 0.49 ポイント減) 

・生活関連サービス業、娯楽業は、1.56％(前年対比で 0.58 ポイント減) 
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・医療・福祉業は、2.06％(前年対比で 0.05 ポイント減) 

・サービス業は、2.79％(前年対比で 0.15 ポイント減) 

 【全体の実雇用率(1.88％)との比較】 

(上回った産業) 

・農業、林業、建設業、製造業、電気・ガス・熱供給業、運輸業・郵便業、 

医療・福祉業、サービス業 

(下回った産業) 

・情報通信業、卸売業、小売業、金融業、保険業、不動産業、物品賃貸 

業、学術研究、専門・技術サービス業、宿泊業、飲食サービス業、生活 

関連サービス業、娯楽業、教育・学習支援業、複合サービス業 

                                                  （13P～15P 詳細表 1 (3) ①） 

２．公的機関における在職状況 

(1) 県及び市町村の機関（法定雇用率 2.3％） 

・県の機関に在職している障害者の数は 101.0 人で、前年より 4.0 人(4.1％)増加した。 

実雇用率は 2.40％で、前年の 2.31％より 0.09 ポイント増加した。 

(県の機関は、全て達成している。)       

（7P 総括表 2(1)・ 16P 詳細表 2（1）①） 

(20P 公的機関・独立行政法人等の各機関の状況) 

・市町の機関に在職している障害者の数は 220.0 人で、前年より 0.5 人(0.2％)減少 

した。 

実雇用率は 2.53％で、前年の 2.57％より 0.04 ポイント減少した。 

(市町の 27 機関中、23 機関が達成している。) 

                                  （7P 総括表 2(2)・ 17P 詳細表 2（2）①） 

                                 (20P 公的機関・独立行政法人等の各機関の状況) 

・法定雇用率を達成していない市町の機関は以下のとおりである。 

       小豆島町(1.83％)、多度津町（1.34％）、大川広域行政組合（1.12％）、 

三豊総合病院企業団（2.09％） 

 (2) 県教育委員会等（法定雇用率 2.2％） 

・2.2％の法定雇用率が適用される県教育委員会等に在職している障害者の数は 

153.0 人で、前年より 4.5 人(3.0％)増加した。 

実雇用率は 2.22％で、前年の 2.14％より 0.08 ポイント増加した。 

(県教育委員会等の 2 機関中、１機関は達成している) 

                                   （7P 総括表 2(3)・ 18P 詳細表 2（3）①） 

(21P 公的機関・独立行政法人等の各機関の状況) 

 ・法定雇用率を達成していない県教育委員会等の機関は以下のとおりである。 

       香川県教育委員会（2.16％） 

３．独立行政法人における雇用状況 

   2.3％の法定雇用率が適用される独立行政法人等において雇用されている障害者の

数は 46.0 人で、前年より 3.0 人（7.0％）増加した。 

   実雇用率は 2.43％で、前年の 2.33％より 0.1 ポイント増加した。 

  （8P 総括表 3・ 19P 詳細表 3 ①） 

(21P 公的機関・独立行政法人等の各機関の状況) 



(注)平成25年4月1日雇用率改正(1.8%→2.0%)に伴い、対象企業の算定基礎労働者数が(56.0人→50.0人)となる。

(注)障害者とは、次に掲げる者の合計数である。

・ 身体障害者 （重度身体障害者はダブルカウント）

・ ～ 身体障害者 （重度身体障害者はダブルカウント）、
知的障害者

・ ～ 平成17年 身体障害者 （重度身体障害者はダブルカウント）、
知的障害者 （重度知的障害者はダブルカウント）、
重度身体障害者又は重度知的障害者である短時間労働者

・ ～ 平成22年 身体障害者 （重度身体障害者はダブルカウント）、
知的障害者 （重度知的障害者はダブルカウント）、
精神障害者、
重度身体障害者、重度知的障害者又は精神障害者である短時間労働者
精神障害者である短時間労働者は0.5カウント

・ ～ 身体障害者 （重度身体障害者はダブルカウント）、
知的障害者 （重度知的障害者はダブルカウント）、
重度身体障害又は重度知的障害者である短時間労働者
精神障害者
身体障害者又は知的障害者である短時間労働者は0.5カウント
精神障害者である短時間労働者は0.5カウント

(注) 平成２２年７月に制度改正（短時間労働者の算入、除外率の引き下げ等）があったため、平成２３年以降と
その前年までの数値を単純に比較することは適当ではない。

平成23年

障   害   者   雇   用   の   現   状
香川労働局職業対策課
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（資料）

（各年６月１日現在）

区分 企業数 常　　用

労働者数 全　国 全　国

６１年 366 81,312 1,072 1.32% 1.26% 60.7% 53.8% 222

６２年 375 84,394 1,111 1.32% 1.25% 61.9% 53.0% 232

６３年 416 88,797 1,386 1.56% 1.31% 63.0% 51.5% 262

平成元年 433 92,322 1,477 1.60% 1.32% 65.4% 51.6% 283

２年 451 97,352 1,571 1.61% 1.32% 66.5% 52.2% 300

３年 475 102,852 1,653 1.61% 1.32% 64.6% 51.8% 307

４年 497 107,089 1,757 1.64% 1.36% 63.4% 51.9% 315

５年 526 110,594 1,833 1.66% 1.41% 64.1% 51.4% 337

６年 519 114,481 1,895 1.66% 1.44% 62.4% 50.4% 324

７年 515 114,466 1,884 1.65% 1.45% 62.7% 50.6% 323

８年 529 116,939 1,913 1.64% 1.47% 64.8% 50.5% 343

９年 551 119,475 1,933 1.62% 1.47% 61.2% 50.2% 337

１０年 557 121,994 2,006 1.64% 1.48% 62.5% 50.1% 348

１１年 603 121,680 2,071 1.70% 1.49% 56.4% 44.7% 340

１２年 571 118,259 1,934 1.64% 1.49% 57.1% 44.3% 326

１３年 552 116,272 1,929 1.66% 1.49% 60.0% 43.7% 331

１４年 555 113,928 1,857 1.63% 1.47% 59.6% 42.5% 331

１５年 538 108,526 1,711 1.58% 1.48% 57.8% 42.5% 311

１６年 583 117,128 1,803 1.54% 1.46% 54.2% 41.7% 316

１７年 589 118,163 1,866 1.58% 1.49% 54.8% 42.1% 323

１８年 600 118,794 1,900.0 1.60% 1.52% 56.3% 43.4% 338

１９年 606 119,037 2,000.5 1.68% 1.55% 58.1% 43.8% 352

２０年 619 122,727 2,045.0 1.67% 1.59% 58.3% 44.9% 361

２１年 621 121,978 2,103.5 1.72% 1.63% 59.4% 45.5% 369

２２年 619 124,036 2,160.0 1.74% 1.68% 59.1% 47.0% 366

２３年 664 137,994 2,366.0 1.71% 1.65% 60.1% 45.3% 399

２４年 662 136,870.5 2,394.0 1.75% 1.69% 60.0% 46.8% 397

２５年 759 143,732.0 2,667.5 1.86% 1.76% 59.2% 42.7% 449

２６年 768 143,912.5 2,703.5 1.88% 1.82% 56.5% 44.7% 434

２７年 779 146,501.0 2,757.5 1.88% 1.88% 55.7% 47.2% 434

（注） 障害者数とは、次に揚げる者の合計数である。
～昭和６２年　 身体障害者数（重度身体障害者はダブルカウント）
昭和６３年～平成　４年　知的障害者
平成　５年～平成１７年　重度知的障害者はダブルカウント

重度身体障害者又重度知的障害者である短時間労働者は１人とみなし算定する。
平成１８年～　　　　　　精神障害者（精神障害者である短時間労働者は0.5カウント）
平成２３年～　　　　　　重度以外の身体障害者及び知的障害者である短時間労働者は０.５カウント
平成２５年４月～ 障害者雇用率２．０％(０．２％引上げ)

民間企業における障害者の雇用状況

雇　用　状　況
達成企業の割合（％） 達成

企業数障害者数
実雇用率（％）

－6－



  

香川労働局

１　民間企業における雇用状況（法定雇用率2.0％）

146,501.0 人 2,757.5 人 1.88 % 434 / 779 55.7 %

( 143,912.5 人 ) ( 2,703.5 人 ) ( 1.88 % ) ( 434 / 768 ) ( 56.5 % )

２　地方公共団体における在職状況

(1) 都道府県の機関（法定雇用率2.3％）

4,214.0 人 101.0 人 2.40 % 2 / 2 100.0 %

( 4,197.5 人 ) ( 97.0 人 ) ( 2.31 % ) ( 2 / 2 ) ( 100.0 % )

3,793.0 人 91.0 人 2.40 % 1 / 1 100.0 %

( 3,773.0 人 ) ( 88.0 人) ( 2.33 % ) ( 1 / 1 ) ( 100.0 % )

421.0 人 10.0 人 2.38 % 1 / 1 100.0 %

( 424.5 人 ) ( 9.0 人) ( 2.12 % ) ( 1 / 1 ) ( 100.0 % )

(2) 市町村の機関（法定雇用率2.3％）

8,706.0 人 220.0 人 2.53 % 23 / 27 85.2 %

( 8,591.5 人 ) ( 220.5 人) ( 2.57 % ) ( 25 / 27 ) ( 92.6 % )

(3) 法定雇用率2.２％が適用される都道府県等の教育委員会（法定雇用率2.2％）

6,903.0 人 153.0 人 2.22 % 1 / 2 50.0 %

( 6,936.0 人 ) ( 148.5 人) ( 2.14 % ) ( 1 / 2 ) ( 50.0 % )

6,627.0 人 143.0 人 2.16 % 0 / 1 0.0 %

( 6,650.0 人 ) ( 139.5 人) ( 2.10 % ) ( 0 / 1 ) ( 0.0 % )

276.0 人 10.0 人 3.62 % 1 / 1 100.0 %

( 286.0 人 ) ( 9.0 人) ( 3.15 % ) ( 1 / 1 ) ( 100.0 % )

②　障害者の数 ⑤　達成割合

⑤達成割合

その他の
都道府県

機関

都道府県
知事部局

③　実雇用率 ④　法定雇用率達成企業の数

③　実雇用率 ④　法定雇用率達成機関の数

③　実雇用率 ④　法定雇用率達成機関の数

計

都道府県
教育委員会

平成２７年６月１日現在における障害者の雇用状況（総括表）

①　法定雇用障害者数の
算定の基礎となる労働者数

②　障害者の数

計

民間企業

①　法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数

市町村
教育委員会

⑤　達成割合

市町村の機関

①　法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数

②　障害者の数 ③　実雇用率 ④　法定雇用率達成機関の数 ⑤　達成割合

①　法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数

②　障害者の数

－ 7 －



  

３　特殊法人における雇用状況（法定雇用率2.1％）

1,894.5 人 46.0 人 2.43 % 1 / 1 100.0 %

( 1,846.0 人 ) ( 43.0 人) ( 2.33 % ) ( 1 / 1 ) ( 100.0 % )

0.0 人 0.0 人 0.00 % 0 / 0 0.0 %

( 0.0 人 ) ( 0.0 人) ( 0.00 % ) ( 0 / 0 ) ( 0.0 % )

1,894.5 人 46.0 人 2.43 % 1 / 1 100.0 %

( 1,846.0 人 ) ( 43.0 人) ( 2.33 % ) ( 1 / 1 ) ( 100.0 % )

0.0 人 0.0 人 0.00 % 0 / 0 0.0 %

( 0.0 人 ) ( 0.0 人) ( 0.00 % ) ( 0 / 0 ) ( 0.0 % )

注　１

２

３

４

５

６

独立行政法人等における雇用状況（法定雇用率2.3%）

独立行政法人
等（国立大学
法人等を除く）

　「独立行政法人等」とは、障害者の雇用の促進等に関する法律施行令別表第２の第1号から第８号まで、「地
方独立行政法人等」とは、同令別表第２の第９号から第10号までの法人を指す。

地方独立行政
法人等

国立大学法人
等

⑤　達成割合
①　法定雇用障害者数の
算定の基礎となる労働者数

計

②　障害者の数 ③　実雇用率
④　法定雇用率達成法人の

数

　（　）内は、平成２６年６月１日現在の数値である。
　なお、精神障害者は平成１８年４月１日から実雇用率に算定されることとなった。

　２の各表の①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率
相当職員数(旧除外職員が職員総数に占める割合を元に設定した除外率を乗じて得た数)を除いた職員数である。

　法定雇用率2.２％が適用される機関とは、都道府県の教育委員会及び一定の市町村の教育委員会である。

　１及び３の各表の①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる労働者数」とは、常用労働者総数から除外率
相当数（身体障害者及び知的障害者が就業することが困難であると認められる職種が相当の割合を占める業種に
ついて定められた率を乗じて得た数）を除いた労働者数である。

　各表の②欄の「障害者の数」とは、身体障害者、知的障害者及び精神障害者の計であり、短時間労働者以外の
重度身体障害者及び重度知的障害者については法律上、１人を２人に相当するものとしてダブルカウントを行
い、重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間労働者については法律上、１人を0.5
人に相当するものとして0.5カウントとしている。

－ 8 －
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◎ 法定雇用率とは 

 

 
民間企業、国、地方公共団体は、「障害者の雇用の促進等に関する法 

律」に基づき、それぞれ以下の割合（法定雇用率）に相当する数以上の障 
害者を雇用しなければならないこととされている。 
 雇用義務の対象となる障害者は、身体障害者又は知的障害者である（な 
お、精神障害者は雇用義務の対象ではないが、精神障害者保健福祉手帳保 
持者を雇用している場合は雇用率に算定することができる）。 
 
          一般の民間企業           ２．０％ 
○ 民間企業     （50 人以上規模の企業） 
          特殊法人等             ２．３％ 
             労働者数 43.5 人以上規模の特殊法人、 
             独立行政法人、国立大学法人等 
 
○ 国、地方公共団体                  ２．３％ 
   （43.5 人以上規模の機関） 
 
○ 都道府県等の教育委員会               ２．２％ 
   （45.5 人以上規模の機関） 
 
       （カッコ内は、それぞれの割合（法定雇用率）によって１人以上の 
       障害者を雇用しなければならないこととなる企業等の規模である。） 

 
 
 
 
 

 
    

※ 特殊法人、国及び地方公共団体における障害者雇用率は、一般の民間企業の 
 障害者雇用率を下回らない率をもって定めることとされている。 
 
※ 重度身体障害者又は重度知的障害者については、その１人の雇用をもって、 

    ２人の身体障害者又は知的障害者を雇用しているものとしてカウントされる。 
 

※ 重度身体障害者又は重度知的障害者である短時間労働者（１週間の所定労働 
    時間が２０時間以上３０時間未満の労働者）については、１人分として、重度 
    以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間労働者について 

は、0.5 人分としてカウントされる。 

 
 【一般民間企業における雇用率設定基準】 
 
           身体障害者及び知的障害者である常用労働者の数 
           ＋ 失業している身体障害者及び知的障害者の数 
障害者雇用率 ＝  
             常用労働者数 ＋ 失業者数 
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◎ 障害者雇用率達成指導の流れ 

 

※平 成 24 年１月１日 以 降の日を始 期 とする雇 入 れ計 画 から計画 期 間 は３年 間 から２年 間に短縮 している。 

 

 
実雇用率の低い事業主については、下記の流れで雇用率達成指導を行い、 

「雇入れ計画」の着実な実施による障害者雇用の推進を指導している。 
 
 
                    （障害者雇用促進法 第 43 条第 7項） 

 

 

                     翌年１月を始期とする２年間の計画(※) 

                    を作成するよう、公共職業安定所長が命令 

                    を発出  （同法第 46 条第 1項） 

 

                     計画の実施状況が悪い企業に対し、適正 

           な実施を勧告（計画 1年目 12 月) 

                        （同法第 46条第 6項） 

 

                     雇用状況の改善が特に遅れている企業に 

                    対し、公表を前提とした特別指導を実施 

                       （計画期間終了後に 9か月間） 

 

 

                    （同法第 47 条） 

 

 
              不足数の多い企業については、当該企業の幹部に 
             対し、厚生労働省本省による直接指導も実施している。 
 
 〔指導実績〕 

○ 平成２６年度の実績 

 ＊「雇入れ計画作成命令」の発出         ７社 

 ＊ 雇入れ計画の「適正実施勧告」        ５社 

 ＊「特別指導」の実施              １社 

 

○ 雇入れ計画を実施中の企業       ６社（２６年度） 

 

雇用状況報告（毎年 6月 1 日の状況） 

雇入れ計画作成命令（2年計画） 

雇入れ計画の適正実施勧告 

特 別 指 導 

企 業 名 の 公 表 
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＜詳細表＞

１　民間企業における雇用状況

(1) 概況

①　概況

① ④ ⑤

企業 人 人 人 人 人 人 人 ％ 企業 ％
一般の 779 146,501.0 614 100 1,301 257 2,757.5 208.0 1.88 434 55.7

（ 768 )（ 143,912.5 )（ 593 )（ 81 )（ 1,315 ) ( 243 ) （ 2,703.5 )（ 187.5 )（ 1.88 )（ 434 )（ 56.5 )
企業 人 人 人 人 人 人 人 ％ 企業 ％

一般の 87,935 24,122,923.0 106,362 13,534 207,294 39,163 453,133.5 48,377.0 1.88 41,485 47.2

（ 86,648 )（ 23,650,463.5 )（ 103,320 )（ 12,360 )（ 195,279 )（ 33,893 ) （ 431,225.5 )（ 45,269.5 )（ 1.82 )（ 38,760 )（ 44.7 )

注１

2

3

4

5

　F欄の「うち新規雇用分」は当該年の前年の6月2日から当該年の6月1日までの１年間に新規に雇い入れられた障害者である。

　(　)内は平成26年6月1日現在の数値である。

　③A欄の「重度身体障害者及び重度知的障害者」については法律上、１人を２人に相当するものとしており、E欄の計を算出するに当たりダブルカウントを行
D欄の「重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間労働者」については法律上、1人を0.5人に相当するものとしており、
E欄の計を算出するに当たり0.5カウントとしている。

　A、C欄は１週間の所定労働時間が30時間以上の労働者であり、B、D欄は１週間の所定労働時間が20時間以上30時間未満の労働者である。

Ｅ．　計
Ａ×２＋Ｂ＋Ｃ
＋Ｄ×0.5

Ｃ．重度以外の
身体障害者、
知的障害者及
び精神障害者

Ｄ．重度以外の
身体障害者及
び知的障害者
並びに精神障
害者である短時
間労働者

　②欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる労働者数」とは、常用労働者総数から除外率相当数（身体障害者及び知的障害者が就業することが
困難であると認められる職種が相当の割合を占める業種について定められた率を乗じて得た数）を除いた労働者である。

Ｆ．うち新規雇
用分区分

②
法定雇用障害者数の
算定の基礎となる労
働者数

企業数 Ｂ.重度身体
障害者及び
重度知的障
害者である短
時間労働者

③　障害者の数

法定雇用
率達成企
業の割合

-
 
1
1
 
-

（平成２７年６月１日現在）

⑥

なお、精神障害者は平成18年4月1日から実雇用率に算定されることとなった。

民間企業
[2.0%]香川

民間企業
[2.0%]全国

Ａ.重度身体
障害者及び
重度知的障
害者

法定雇用率
達成企業の
数

実雇用率
Ｅ÷②×100



(2)  企業規模別の雇用状況　（香川）

①　概況

① ④ ⑤ ⑥

企業 人 人 人 人 人 人 人 ％ 企業 ％
779 146,501.0 614 100 1,301 257 2,757.5 208.0 1.88 434 55.7

（ 768 )（ 143,912.5 )（ 593 )（ 81 )（ 1,315 ) ( 243 ) （ 2,703.5 )（ 187.5 )（ 1.88 )（ 434 )（ 56.5 )

人 企業 人 人 人 人 人 人 人 ％ 企業 ％
50～　 377 25,938.0 116 17 223 34 489.0 33.5 1.89 205 54.4
100未満

（ 363 )（ 25,175.5 )（ 113 )（ 18 )（ 230 ) ( 39 ) （ 493.5 )（ 40.0 )（ 1.96 )（ 206 )（ 56.7 )

100～ 309 46,422.5 173 31 424 70 836.0 86.5 1.80 180 58.3
300未満

（ 318 )（ 47,886.0 )（ 162 )（ 19 )（ 449 ( 60 ) （ 822.0 )（ 47.5 )（ 1.72 )（ 183 )（ 57.5 )

300～　 45 15,235.5 58 13 144 30 288.0 28.5 1.89 24 53.3
500未満

（ 39 )（ 13,380.5 )（ 59 )（ 7 )（ 140 ) ( 31 ) （ 280.5 )（ 24.5 )（ 2.10 )（ 24 )（ 61.5 )

500～　 29 17,237.5 85 14 142 15 333.5 19.0 1.93 15 51.7
1,000未満

（ 30 )（ 18,023.5 )（ 93 )（ 10 )（ 151 ) ( 20 ) （ 357.0 )（ 19.0 )（ 1.98 )（ 14 )（ 46.7 )

1,000以上 19 41,667.5 182 25 368 108 811.0 40.5 1.95 10 52.6

（ 18 )（ 39,447.0 )（ 166 )（ 27 )（ 345 ) ( 93 ) （ 750.5 )（ 56.5 )（ 1.90 )（ 7 )（ 38.9 )

注　１(1)①の表と同じ

（平成２７年６月１日現在）

-
 
1
2
-

法定雇用
率達成企
業の割合

法定雇用率
達成企業の
数

実雇用率
Ｅ÷②×
100

企業数 Ｅ．　計
Ａ×２＋Ｂ＋Ｃ＋
Ｄ×0.5

Ｃ．重度以外
の身体障害
者、知的障害
者及び精神障
害者

Ａ.重度身体
障害者及び
重度知的障
害者

Ｂ.重度身体障
害者及び重度
知的障害者で
ある短時間労
働者

Ｄ．重度以外
の身体障害者
及び知的障害
者並びに精神
障害者である
短時間労働者

区分

②
法定雇用障害者
数の算定の基礎と
なる労働者数

③　障害者の数

Ｆ．うち新規雇
用分



(3) 産業別の雇用状況　（香川）

①　概況 （平成２７年６月１日現在）

企業 人 人 人 人 人 人 人 ％ 企業 ％

産業計 779 146,501.0 614 100 1,301 257 2,757.5 208.0 1.88 434 55.7

（ 768 ) （ 143,912.5 ) （ 593 ) （ 81 ) （ 1,315 ) （ 243 ） （ 2,703.5 ) （ 187.5 ) （ 1.88 ) （ 434 ) （ 56.5 )

企業 人 人 人 人 人 人 人 ％ 企業 ％

農、林、漁業 5 586.0 4 0 3 1 11.5 3.5 1.96 3 60.0

（ 5 ) （ 570.0 ) （ 2 ) （ 0 ) （ 4 ) （ 0 ） （ 8.0 ) （ 0.0 ) （ 1.40 ) （ 3 ) （ 60.0 )

鉱業 0 0.0 0 0 0 0 0.0 0.0 0.00 0 0.0

（ 0 ) （ 0.0 ) （ 0 ) （ 0 ) （ 0 ) （ 0 ） （ 0.0 ) （ 0.0 ) （ 0.00 ) （ 0 ) （ 0.0 )

建設業 32 5,996.5 37 0 49 1 123.5 3.0 2.06 19 59.4

（ 31 ) （ 6,038.0 ) （ 35 ) （ 0 ) （ 52 ) （ 0 ） （ 122.0 ) （ 5.0 ) （ 2.02 ) （ 19 ) （ 61.3 )

製造業 250 40,116.0 187 21 370 29 779.5 40.5 1.94 159 63.6

（ 241 ) （ 38,573.5 ) （ 162 ) （ 16 ) （ 362 ) （ 28 ） （ 716.0 ) （ 33.0 ) （ 1.86 ) （ 158 ) （ 65.6 )

5 6,484.0 33 0 64 0 130.0 2.0 2.00 3 60.0

（ 4 ) （ 6,547.0 ) （ 31 ) （ 1 ) （ 66 ) （ 1 ） （ 129.5 ) （ 1.0 ) （ 1.98 ) （ 3 ) （ 75.0 )

情報通信業 16 2,663.0 11 0 12 0 34.0 4.0 1.28 3 18.8

（ 18 ) （ 2,673.5 ) （ 10 ) （ 1 ) （ 10 ) （ 0 ） （ 31.0 ) （ 2.0 ) （ 1.16 ) （ 4 ) （ 22.2 )

Ｂ.重度身体障
害者及び重度
知的障害者で
ある短時間労
働者

Ａ.重度身体
障害者及び重
度知的障害者

②
法定雇用障害者数
の算定の基礎となる
労働者数

③　障害者の数①
企業数

電気・ガス・熱
供給

区分

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
-
 
1
3
 
-

Ｃ．重度以外の
身体障害者、
知的障害者及
び精神障害者

⑥法定雇用
率達成企業
の割合

⑤法定雇用率
達成企業の数

④
実雇用率
Ｅ÷②×100Ｅ．　計

Ａ×２＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ
×0.5

Ｆ．うち新規雇
用分

Ｄ．重度以外
の身体障害者
及び知的障害
者並びに精神
障害者である
短時間労働者



Ｂ.重度身体障
害者及び重度
知的障害者で
ある短時間労
働者

Ａ.重度身体
障害者及び重
度知的障害者

②
法定雇用障害者数
の算定の基礎となる
労働者数

③　障害者の数①
企業数

区分

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
-
 
1
3
 
-

Ｃ．重度以外の
身体障害者、
知的障害者及
び精神障害者

⑥法定雇用
率達成企業
の割合

⑤法定雇用率
達成企業の数

④
実雇用率
Ｅ÷②×100Ｅ．　計

Ａ×２＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ
×0.5

Ｆ．うち新規雇
用分

Ｄ．重度以外
の身体障害者
及び知的障害
者並びに精神
障害者である
短時間労働者

52 10,378.5 42 0 114 3 199.5 14.5 1.92 29 55.8

（ 51 ) （ 10,858.5 ) （ 40 ) （ 0 ) （ 124 ) （ 3 ） （ 205.5 ) （ 8.0 ) （ 1.89 ) （ 27 ) （ 52.9 )

卸売・小売業 124 28,750.0 85 41 210 116 479.0 30.0 1.67 48 38.7

（ 121 ) （ 28,279.5 ) （ 86 ) （ 39 ) （ 212 ) （ 106 ） （ 476.0 ) （ 25.0 ) （ 1.68 ) （ 49 ) （ 40.5 )

17 6,363.5 26 1 42 5 97.5 2.0 1.53 5 29.4

（ 12 ) （ 6,001.5 ) （ 27 ) （ 0 ) （ 42 ) （ 5 ） （ 98.5 ) （ 16.0 ) （ 1.64 ) （ 2 ) （ 16.7 )

9 5,700.5 23 2 50 5 100.5 17.0 1.76 4 44.4

（ 12 ) （ 4,715.0 ) ( 18 ) （ 3 ) （ 34 ) （ 2 ） （ 74.0 ) （ 21.0 ) （ 1.57 ) （ 6 ) （ 50.0 )

19 4,199.0 22 0 32 1 76.5 8.0 1.82 12 63.2

（ 15 ) （ 3,599.5 ) （ 20 ) （ 0 ) （ 25 ) （ 1 ） （ 65.5 ) （ 1.0 ) （ 1.82 ) （ 9 ) （ 60.0 )

18 2,076.0 6 5 15 7 35.5 1.0 1.71 10 55.6

（ 18 ) （ 1,889.0 ) （ 7 ) （ 2 ) （ 20 ) （ 11 ） （ 41.5 ) （ 2.0 ) （ 2.20 ) （ 13 ) （ 72.2 )

16 2,498.0 4 3 23 10 39.0 5.5 1.56 8 50.0

（ 22 ) （ 3,456.0 ) ( 18 ) （ 3 ) （ 29 ) （ 12 ） （ 74.0 ) （ 6.5 ) （ 2.14 ) （ 12 ) （ 54.5 )

14 1,504.5 6 4 7 1 23.5 7.5 1.56 7 50.0

（ 13 ) （ 1,462.5 ) （ 3 ) （ 0 )  （ 6 )  （ 1 ） （ 12.5 )  （ 1.0 )  （ 0.85 )   （ 4 )  （ 30.8 )

運輸業、郵便
業

不動産業、物
品賃貸業

金融業、保険
業

生活関連サー
ビス業、娯楽
業

教育・学習支
援業

宿泊業、飲食
サービス業

学術研究、専
門・技術サービ
ス業

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
-
 
1
4
 
-



Ｂ.重度身体障
害者及び重度
知的障害者で
ある短時間労
働者

Ａ.重度身体
障害者及び重
度知的障害者

②
法定雇用障害者数
の算定の基礎となる
労働者数

③　障害者の数①
企業数

区分

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
-
 
1
3
 
-

Ｃ．重度以外の
身体障害者、
知的障害者及
び精神障害者

⑥法定雇用
率達成企業
の割合

⑤法定雇用率
達成企業の数

④
実雇用率
Ｅ÷②×100Ｅ．　計

Ａ×２＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ
×0.5

Ｆ．うち新規雇
用分

Ｄ．重度以外
の身体障害者
及び知的障害
者並びに精神
障害者である
短時間労働者

医療・福祉 151 19,681.5 81 14 198 63 405.5 54.0 2.06 97 64.2

（ 153 ) （ 19,653.0 ) 　（ 82 ) （ 15 ) （ 208 ) （ 57 ） （ 415.5 ) （ 46.5 ) （ 2.11 ) （ 93 ) （ 60.8 )

4 3,841.0 16 1 30 3 64.5 1.5 1.68 3 75.0

（ 3 ) （ 3,674.5 ) 　（ 14 ) （ 0 ) （ 32 ) （ 0 ） （ 60.0 ) （ 7.0 ) （ 1.63 ) （ 0 ) （ 0.0 )

サービス業 47 5,663.0 31 8 82 12 158.0 14.0 2.79 24 51.1

（ 49 )  （ 5,921.5 ) 　（ 38 )  （ 1 ) 　（ 89 )  （ 16 ）  （ 174.0 )  （ 12.5 )  （ 2.94 )  （ 32 )  （ 65.3 )

注　１(1)①の表と同じ
※　産業計はその他分類不能の産業を含む。
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複合サービス
事業



２　地方公共団体における在職状況　（香川）

(1) 都道府県の機関（法定雇用率2.3％）

①　概況 （平成２７年６月１日現在）
① ④ ⑤

機関 人 人 人 ％ 機関 ％
2 4,214.0 101.0 7.0 2.40 2 100.0

（ 2 ) （ 4,197.5 ) （ 97.0 ) （ 5.0 ) （ 2.31 ) （ 2 ) （ 100.0 )

機関 人 人 人 ％ 機関 ％
1 3,793.0 91.0 7.0 2.40 1 100.0

（ 1 ) （ 3,773.0 ) （ 88.0 ) （ 5.0 ) （ 2.33 ) （ 1 ) （ 100.0 )

1 421.0 10.0 0.0 2.38 1 100.0

（ 1 ) （ 424.5 ) （ 9.0 ) （ 0.0 ) （ 2.12 ) （ 1 ) （ 100.0 )

機関 人 人 人 ％ 機関 ％
156 323,789.5 8,344.0 357.5 2.58 146 93.6

（ 156 ) （ 322,490.5 ) （ 8,284.5 ) （ 366.0 ) （ 2.57 ) （ 145 ) （ 92.9 )

機関 人 人 人 ％ 機関 ％

47 256,232.0 6,655.0 269.5 2.60 46 97.9

（ 47 ) （ 255,534.0 ) （ 6,612.0 ) （ 261.5 ) （ 2.59 ) （ 46 ) （ 97.9 )

109 67,557.5 1,689.0 88.0 2.50 100 91.7

（ 109 ) （ 66,956.5 ) （ 1,672.5 ) （ 104.5 ) （ 2.50 ) （ 99 ) （ 90.8 )

その他の
都道府県機関

②
法定雇用障害者数の算定の基
礎となる職員数

③

その他の
都道府県機関

　　　　　 ３　　③欄は「重度身体障害者及び重度知的障害者」については法律上、１人を2.0人に相当するものとし、「重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神

全
　
国

香
　
川

都道府県
知事部局

　　　　　　　　障害者である短時間障害者」については、１人を0.5人に相当するものとしてカウントしている。

　　　　　 ２　　②欄において、「算定の基礎となる職員数」については、１週間の所定労働時間が30時間以上の職員は1.0人とし、１週間の所定労働時間が20時間以上30時間

　　　　 　４　   ③欄の「うち新規雇用分」は当該年の前年の6月2日から当該年の6月1日までの1年間に新規に雇い入れられた障害者数で、上記２、３と同じ取扱いをしている。

　　　　　 ５     （　　）内は平成26年6月1日現在の数値である。　なお、精神障害者は平成18年4月1日から実雇用率に算定されることとなった。

実雇用率
③÷②×100

⑥

　　　　注１　　②欄の「法定雇用障害者数の算定となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相当職員数（旧除外職員が職員総数に占める割合を元に設定し

　　　　　　　た除外率を乗じて得た数）を除いた職員数である。

              　未満の職員については１人を0.5人に相当するものとしてカウントしている。

法定雇用率達成
機関の割合

-
 
1
6
 
-

区分

計

計

機関数 法定雇用率達成
機関の数

都道府県
知事部局

障害者の数
Ｆ．うち新規雇用分



(2) 市町村の機関（法定雇用率2.3％）

①　概況 （平成27年６月１日現在）

① ④ ⑤

機関 人 人 人 人 人 人 人 ％ 機関 ％
市町村の機関 27 8,706.0 53 2 109 6 220.0 18.0 2.53 23 85.2
（香川）

（ 27 ) （ 8,591.5 ) （ 55 ) （ 2 ) （ 107 ) （ 3 ) （ 220.5 ) （ 21.0 ) （ 2.57 ) （ 25 ) （ 92.6 )

機関 人 人 人 人 人 人 人 ％ 機関 ％
2,344 1,075,882.5 6,668 446 11,656 951 25,913.5 1,596.0 2.41 2,028 86.5

(全国) （ 2,336 ) （ 1,061,832.5 ) （ 6,446 ) （ 445 ) （ 11,459 ) （ 938 ) （ 25,265.0 ) （ 1,775.5 ) （ 2.38 ) （ 1,939 ) （ 83.0 )

注　１　②欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相当職員数(旧除外職員が職員総数に占める割合をもとに設定した除外率を
　　　　乗じて得た数)を除いた職員数である。

　　　２　③欄Ａの「重度身体障害者及び重度知的障害者」については、法律上１人を2.0人に相当するものとしてＥ欄の計を算出するにあたりダブルカウントを行い、Ｄ欄の「重度以外の身体

　　　　障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間障害者」については、1人を0.5人に相当するものとしてカウントしている。

　　　３　③欄のＡ、Ｃ欄は、１週間の所定労働時間が30時間以上の職員数、Ｂ、Ｄ欄は、1週間の所定労働時間が20時間以上30時間未満の職員数である。

　　　４　Ｆ欄の「うち新規雇用分」は、当該年の前年6月2日から当該年の6月1日までの1年間に新規に雇入れられた障害者数で、上記２、３と同じ取扱いをしている。

　　　５　(  )内は、平成26年6月1日現在の数値である。　　　なお、精神障害者については、平成18年4月1日から実雇用率に算定されることとなった。

-
 
1
7
-

市町村の機関

Ｄ．重度以外の
身体障害者及び
知的障害者並び
に精神障害者で
ある短時間勤務
職員

Ｃ．重度以外の
身体障害者、知
的障害者及び精
神障害者

⑥

実雇用率
Ｅ÷②×100

法定雇用率達
成機関の数

法定雇用率
達成機関の
割合区分

Ｆ．うち新規雇用
分

③　障害者の数②
法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員
数

Ｅ．　計
Ａ×２＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ
×0.5

機関数 Ａ.重度身体障
害者及び重度
知的障害者

Ｂ.重度身体障害
者及び重度知的
障害者である短
時間勤務職員



(3) 法定雇用率2.2％が適用される都道府県等の教育委員会（法定雇用率2.2％）

①　概況 (平成２７年６月１日現在)

① ④ ⑤

機関 人 人 人 ％ 機関 ％
計 2 6,903.0 153.0 14.0 2.22 1 50.0

（ 2 ) （ 6,936.0 ) （ 148.5 ) （ 11.5 ) （ 2.14 ) （ 1 ) （ 50.0 )

機関 人 人 人 ％ 機関 ％
都道府県 1 6,627.0 143.0 14.0 2.16 0 0.0

教育委員会 （ 1 ) （ 6,650.0 ) （ 139.5 ) （ 11.5 ) （ 2.10 ) （ 0 ) （ 0.0 )

市町村 1 276.0 10.0 0.0 3.62 1 100.0

教育委員会 （ 1 ) （ 286.0 ) （ 9.0 ) （ 0.0 ) （ 3.15 ) （ 1 ) （ 100.0 )

機関 人 人 人 ％ 機関 ％
計 119 661,646.5 14,216.5 1,106.5 2.15 88 73.9

（ 120 ) （ 665,156.5 ) （ 13,930.5 ) （ 1,139.5 ) （ 2.09 ) （ 80 ) （ 66.7 )

機関 人 人 人 ％ 機関 ％
47 574,343.0 12,369.5 934.5 2.15 28 59.6

（ 47 ) （ 575,830.5 ) （ 12,153.5 ) （ 961.5 ) （ 2.11 ) （ 22 ) （ 46.8 )

72 87,303.5 1,847.0 172.0 2.12 60 83.3

（ 73 ) （ 89,326.0 ) （ 1,777.0 ) （ 178.0 ) （ 1.99 ) （ 58 ) （ 79.5 )

注　2(1)①の表と同じ

都道府県
教育委員会

市町村
教育委員会

実雇用率
Ｅ÷②×100

法定雇用率達成機
関の数

②
法定雇用障害者数の算定の基
礎となる職員数

③

機関数

区分
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障害者の数

全
　
国

法定雇用率達
成機関の割合

⑥

Ｆ．うち新規雇用分

香
　
川



３　独立行政法人等における雇用状況（法定雇用率2.3％）

①　概況
(平成２７年６月１日現在)

① ④ ⑤

法人 人 人 人 ％ 機関 ％

1 1,894.5 46.0 7.0 2.43 1 100.0

（ 1 )（ 1,846.0 )（ 43.0 )（ 5.0 ) （ 2.33 ) （ 1 )（ 100.0 )

法人 人 人 人 ％ 機関 ％

0 0.0 0.0 0.0 0.00 0 0.0

（ 0 )（ 0.0 )（ 0.0 )（ 0.0 ) （ 0.00 ) （ 0 )（ 0.0 )

1 1,894.5 46.0 7.0 2.43 1 100.0

（ 1 )（ 1,846.0 ) ( 43.0 ) ( 5.0 ) （ 2.33 ) （ 1 )（ 100.0 )

0 0.0 0.0 0.0 0.00 0 0.0

（ 0 )（ 0.0 )（ 0.0 )（ 0.0 ) （ 0.00 ) （ 0 )（ 0.0 )

法人 人 人 人 ％ 機関 ％
330 411,014.5 9,527.5 1,418.5 2.32 241 73.0

（ 322 )（ 398,351.5 )（ 9,178.0 )（ 1,287.0 ) （ 2.30 ) （ 244 )（ 75.8 )

法人 人 人 人 ％ 機関 ％

99 204,476.5 4,959.5 760.0 2.43 79 79.8

（ 99 )（ 202,641.0 )（ 4,746.5 )（ 536.0 ) （ 2.34 ) （ 80 )（ 80.8 )

90 143,447.0 3,269.5 419.0 2.28 70 77.8

（ 90 )（ 140,503.5 )（ 3,256.5 )（ 471.0 ) （ 2.32 ) （ 69 )（ 76.7 )

141 63,091.0 1,298.5 239.5 2.06 92 65.2

（ 133 )（ 55,207.0 )（ 1,175.0 )（ 280.0 ) （ 2.13 ) （ 95 )（ 71.4 )

注　２(1)①の表と同じ

⑥
法人数 法定雇用率達

成機関の割合
法定雇用率達
成機関の数

障害者の数 実雇用率
③÷②×100

-
 
1
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-

全
　
国

国立大学法人等

地方独立行政法人等

区分

計

国立大学法人等

独立行政法人等（国立大
学法人等を除く）

地方独立行政法人等

計

独立行政法人等（国立大
学法人等を除く）

香
　
川

Ｆ．うち新規雇用分

③②
法定雇用障害者数の
算定の基礎となる労
働者数



４　公的機関・独立行政法人等の各機関の状況

平成２７年６月１日現在

（1）県の機関の状況（法定雇用率2.3％）

①
法定雇用障害者数の算定
の基礎となる職員数

②
障害者の数

③
実雇用率

④
不足数 備　考

4,214.0 101.0 2.40 0.0

3,793.0 91.0 2.40 0.0

421.0 10.0 2.38 0.0

（2）市町の機関の状況（法定雇用率2.3％）

①
法定雇用障害者数の算定
の基礎となる職員数

②
障害者の数

③
実雇用率

④
不足数 備　考

8,706.0 220.0 2.53 4.0

2,417.0 64.0 2.65 0.0

637.5 14.0 2.20 0.0

578.0 14.0 2.42 0.0

182.5 7.0 3.84 0.0

372.0 8.0 2.15 0.0

596.5 14.0 2.35 0.0

298.0 6.0 2.01 0.0

505.0 13.5 2.67 0.0

214.0 6.0 2.80 0.0

328.0 6.0 1.83 1.0

158.0 4.0 2.53 0.0

55.0 2.0 3.64 0.0

141.0 4.0 2.84 0.0

236.0 5.0 2.12 0.0

114.0 4.0 3.51 0.0

149.0 2.0 1.34 1.0

205.0 4.0 1.95 0.0

93.0 4.0 4.30 0.0

180.0 4.5 2.50 0.0

76.0 1.0 1.32 0.0

156.0 3.0 1.92 0.0

51.0 4.0 7.84 0.0

138.0 4.0 2.90 0.0

89.0 1.0 1.12 1.0

527.0 11.0 2.09 1.0

88.5 7.0 7.91 0.0

121.0 3.0 2.48 0.0

善通寺市

観音寺市

香川県警察本部

丸亀市

さぬき市

土庄町

計

小豆島町

坂出市

三豊市

高松市

琴平町

三木町

小豆地区広域行政事務組合

直島町

三豊市教育委員会

まんのう町

多度津町

宇多津町

東かがわ市

香川県

東かがわ市教育委員会

丸亀市教育委員会

坂出市教育委員会

計

綾川町

観音寺市教育委員会

三豊総合病院企業団

大川広域行政組合

さぬき市教育委員会

中讃広域行政事務組合
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（3）県教育委員会等の機関の状況（法定雇用率2.2％）

①
法定雇用障害者数の算定
の基礎となる職員数

②
障害者の数

③
実雇用率

④
不足数 備　考

6,903.0 153.0 2.22 2.0

6,627.0 143.0 2.16 2.0

276.0 10.0 3.62 0.0

（4）独立行政法人等の状況（法定雇用率2.3％）

①
法定雇用障害者数の算定
の基礎となる労働者数

②
障害者の数

③
実雇用率

④
不足数 備　考

1,894.5 46.0 2.43 0.0

1,894.5 46.0 2.43 0.0

注1

注2

注3

注4

　(4)表の①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる労働者数」とは、常用労働者総数から除外率
相当数(身体障害者及び知的障害者が就業することが困難であると認められる職種が相当の割合を占める
業種について定められた率を乗じて得た数)を除いた労働者数である。

　(1)～(3)の各表の①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職
員数及び除外率相当職員数(旧除外職員が職員総数に占める割合を元に設定した除外率を乗じて得た数)
を除いた職員数である。

国立大学法人 香川大学

高松市教育委員会

　④欄の「不足数」とは、①欄の職員数(労働者数)に法定雇用率を乗じて得た数(1未満の端数切り捨て)
から②欄の障害者の数を減じて得た数であり、これが0.0となることをもって法定雇用率達成となる。
　したがって、実雇用率が法定雇用率を下回っていても、不足数が0.0となることがあり、この場合、法
定雇用率達成となる。

計

　②欄の「障害者の数」とは、身体障害者数、知的障害者数及び精神障害者数の計であり、短時間勤務
職員(労働者)以外の重度身体障害者及び重度知的障害者については、法律上、１人を２人に相当するも
のとしてダブルカウントを行い、重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間
勤務職員(労働者)については、法律上、１人を0.5人に相当するものとして0.5カウントしている。

計

香川県教育委員会
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